
（別紙）
多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針） 新旧対照表

変更前 変更後

（様式第２－６号） （様式第２－６号）

多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針） 多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針）

１ （略） １ （略）

２（１）～（４） （略） ２（１）～（４） （略）

３（１） （略） ３（１） （略）

（２）交付単価 （２）交付単価

ア 基本的考え方 ア 基本的考え方

(ｱ) 「資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）の交付単価」 (ｱ) 「資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）の交付単価」

・ 下記イの(ｱ)に示した基本単価とする。 ・ 下記イの(ｱ)に示した基本単価とする。

・ 継続地区（農地・水・環境保全向上対策及び農地・水保全管理支払交付金により共同 ・ 継続地区（農地・水・環境保全向上対策及び農地・水保全管理支払交付金により共同活動

活動を５年間以上実施した地域又は共同活動の実施期間が５年未満で資源向上支払交 を５年間以上実施した地域又は共同活動の実施期間が５年未満で資源向上支払交付金の施設

付金の施設の長寿命化のための活動に取り組む地域）の交付単価については，基本単 の長寿命化のための活動に取り組む地域）の交付単価については，基本単価の7.5割とする。

価の7.5割とする。また，多面的機能の増進を図る活動に直ちに取り組めない場合の交 また，多面的機能の増進を図る活動に直ちに取り組めない場合の交付単価については，5/6を

付単価については，5/6を乗じた額を交付単価とする。 乗じた額を交付単価とする。

(ｲ) 「加算単価」 (ｲ) 「加算単価」

・ 下記イの(ｲ)と(ｳ)に示した「加算単価１」「加算単価２」とする。 ・ 下記イの(ｲ)と(ｳ)に示した「加算単価１」「加算単価２」とする。

・ 多面的機能の増進を図る活動に取り組んでいる対象組織が，事業計画に定める活動期 ・ 多面的機能の増進を図る活動に取り組んでいる対象組織が，事業計画に定める活動期間中

間中に，農村振興局長が別に定める多面的機能の増進を図る活動の取組から新たに取 に，農村振興局長が別に定める多面的機能の増進を図る活動の取組から新たに取組を選択し，

組を選択し，１取組以上追加する場合又は新たに設立する対象組織及び多面的機能の １取組以上追加する場合又は新たに設立する対象組織及び多面的機能の増進を図る活動に取

増進を図る活動に取り組んでいない対象組織が，事業計画に定めた活動期間中に農村 り組んでいない対象組織が，事業計画に定めた活動期間中に農村振興局長が別に定める多面

振興局長が別に定める多面的機能の増進を図る活動の取組（ただし，広報活動を除く。） 的機能の増進を図る活動の取組（ただし，広報活動を除く。）から２取組以上選択して取り組

から２取組以上選択して取り組む場合に，当該活動期間中に限り加算できる交付単価 む場合に，当該活動期間中に限り加算できる交付単価は，次に掲げる加算単価１（多面的機

は，次に掲げる加算単価１（多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援）に定め 能の更なる増進に向けた活動への支援）に定めるとおりとする。

るとおりとする。 ・ 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援を受ける対象組織にあって，次の(a)又は(b)

・ 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援を受ける対象組織にあって，構成員の のいずれかに該当する活動を行う場合に，当該活動期間中に限り加算単価１（多面的機能の

うち農業者以外の者が４割以上を占め，かつ，当該対象組織の活動に参加する構成員 更なる増進に向けた活動への支援）に更に加算できる交付単価は次に掲げる加算単価２（農

の個人及び団体を構成する者の合計のうち８割以上が参加する実践活動を毎年度行う 村協働力の深化に向けた活動への支援）の定めのとおりとする。

場合に，当該活動期間中に限り加算単価１（多面的機能の更なる増進に向けた活動へ (a) 農業者以外の者が構成員のうち４割以上を占め，かつ，当該対象組織の活動に参加する

の支援）に更に加算できる交付単価は次に掲げる加算単価２（農村協働力の深化に向 個人及び団体の構成員の合計のうち８割以上が参加する実践活動を毎年度行う場合

けた活動への支援）の定めのとおりとする。 (b) 農業者以外の者が構成員のうち４割以上を占め，かつ，役員に女性が２名以上選任され

ている場合で，当該対象組織の活動に参加する個人及び団体の構成員の合計のうち６割以

上が参加する実践活動を毎年度２種以上それぞれ別の日に行う場合

イ 資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）の交付単価 イ 資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）の交付単価

(ｱ)～(ｳ) （略） (ｱ)～(ｳ) （略）

３（３）～（４） （略） ３（３）～（４） （略）



４ 資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）に関する事項 ４ 資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）に関する事項

（１）地域活動指針の策定及び同指針に基づき定める要件の設定 （１）地域活動指針の策定及び同指針に基づき定める要件の設定

ア 地域活動指針策定における基本的考え方 ア 地域活動指針策定における基本的考え方

多面的機能支払交付金実施要領別記１－２の「国が定める活動指針及び活動要件」に示す取組に 多面的機能支払交付金実施要領別記１－２の「国が定める活動指針及び活動要件」に示す取組に加え，

加え，地域の創意工夫を引き出し，地域の多様な実態を踏まえた取組が可能となるよう，下記ウ 地域の創意工夫を引き出し，地域の多様な実態を踏まえた取組が可能となるよう，下記ウ「国が定め

「国が定める活動指針及び活動要件に追加する事項等」に示す取組を追加・設定する。 る活動指針及び活動要件に追加する事項等」に示す取組を追加・設定する。

イ 地域活動指針策定に基づき定める要件設定の基本的考え方 イ 地域活動指針策定に基づき定める要件設定の基本的考え方

原則，工事１件あたり２百万円未満とする。ただし，工事１件当たり２百万円以上の工事を実施 原則，工事１件あたり２百万円未満とする。ただし，工事１件当たり２百万円以上の工事を実施す

する場合の要件等は以下のとおりとする。 る場合の要件等は以下のとおりとする。

(ｱ) 工事１件あたり２百万円以上の活動を実施する要件 (ｱ) 工事１件あたり２百万円以上の活動を実施する要件

ａ 対象施設・対象活動 ａ 対象施設・対象活動

対象施設は，「水路」，「農道」，「ため池」，「農地」とする。対象活動は，これら施設の長 対象施設は，「水路」，「農道」，「ため池」，「農地」とする。対象活動は，これら施設の長寿命

寿命化のための補修又は更新等に必要なものとする。 化のための補修又は更新等に必要なものとする。

なお，「農地」に係る対象施設・対象活動に当たっては，「水路」，「農道」等の施設の長寿 なお，「農地」に係る対象施設・対象活動に当たっては，「水路」，「農道」等の施設の長寿命化

命化のための活動を優先とし，地域の合意により，交付金の範囲の中で対象活動とすること のための活動を優先とし，地域の合意により，交付金の範囲の中で対象活動とすることができる

ができるものとする。 ものとする。

また，工事１件あたり２百万円以上の活動を実施する場合の要件等は，次のいずれかの要 また，工事１件あたり２百万円以上の活動を実施する場合の要件等は，次のいずれかの要件を

件を満たすものとし,実施を希望する場合は，「長寿命化整備計画」を作成し，事業計画書に 満たすものとし,実施を希望する場合は，「長寿命化整備計画」を作成し，事業計画書に添付の上，

添付の上，市町村の認定を受けるものとする。 市町村の認定を受けるものとする。

① 他の補助事業での実施が不可能なもの。 ① 他の補助事業での実施が不可能なもの。

② 平成30年度までに事業認定を受けており，平成31年度に長寿命化を計画しているもの。 ② [削除]

③ 活動組織が自ら行う活動（自主施工）であるもの。 ② 活動組織が自ら行う活動（自主施工）であるもの。

④ 緊急性があるなど特別な事情があるもので，知事に協議し，同意を得たもの。 ③ 緊急性があるなど特別な事情があるもので，知事に協議し，同意を得たもの。

ｂ 内容について知事と協議を求める場合の要件 ｂ 内容について知事と協議を求める場合の要件

上記ａのうち「④ 緊急性があるなど特別な事情があるもの」に該当する場合は，当該内 上記ａのうち「③ 緊急性があるなど特別な事情があるもの」に該当する場合は，当該内容に

容について知事と協議し，その同意を得なければならない。 ついて知事と協議し，その同意を得なければならない。

ｃ 県又は推進組織が行う技術的指導の内容 ｃ 県又は推進組織が行う技術的指導の内容

工法選定の適否等 工法選定の適否等

ｄ その他必要な事項 ｄ その他必要な事項

該当なし。 該当なし。

ウ～エ （略） ウ～エ （略）

４（２）～（３） （略） ４（２）～（３） （略）

５（１）～（２） （略） ５（１）～（２） （略）

６（１）～（４） （略） ６（１）～（４） （略）



（別紙）
（別紙１） 鹿児島県 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件（農地維持活動） 新旧対照表

変更前 変更後

第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件 第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件

１ 地域資源の基礎的な保全活動 １ 地域資源の基礎的な保全活動



２ 地域資源の適切な保全管理のための推進活動 （略） ２ 地域資源の適切な保全管理のための推進活動 （略）

第２ 取組の説明 第２ 取組の説明

１ 地域資源の基礎的な保全活動 １ 地域資源の基礎的な保全活動

(1)点検・計画策定 （略） (1)点検・計画策定 （略）

(2)研修 (2)研修

３事務・組織運営等に関する研修 ３事務・組織運営等に関する研修，機械の安全使用に関する研修

［新設］ 次の２つの研修について，５年間に各１回以上実施する。２つを合わせて

実施することも可能とする。

・活動の円滑な実施が図られるように，活動に関する事務（書類作成， ・活動の円滑な実施が図られるように，活動に関する事務（書類作成，

申請手続き等）や組織の運営に関する研修を行うこと。 申請手続き等）や組織の運営に関する研修を行うこと。

［新設］ ・共同活動で使用する機械又は使用頻度が高い機械（刈払機など）について，

安全使用に関する研修，講習等を開催又はそれに参加すること。

(3)実践活動 （略） (3)実践活動 （略）

２ 地域資源の適切な保全管理のための推進活動 （略） ２ 地域資源の適切な保全管理のための推進活動 （略）



（別紙）
（別紙２） 鹿児島県 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件（資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）） 新旧対照表

変更前 変更後

第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件 第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件

１ 施設の軽微な補修等 （略） １ 施設の軽微な補修等 （略）

２ 農村環境保全活動 （略） ２ 農村環境保全活動 （略）

３ 多面的機能の増進を図る活動 ３ 多面的機能の増進を図る活動

第２ 取組の説明 第２ 取組の説明

１ 施設の軽微な補修等 （略） １ 施設の軽微な補修等 （略）

２ 農村環境保全活動 （略） ２ 農村環境保全活動 （略）

３ 多面的機能の増進を図る活動 ３ 多面的機能の増進を図る活動

52遊休農地の有効活用 52遊休農地の有効活用

（略） （略）

53農地周りの環境改善活動の強化 53農地周りの環境改善活動の強化

（略） （略）

54地域住民による直営施工 54地域住民による直営施工

（略） （略）

55防災・減災力の強化 55防災・減災力の強化

・水田やため池の雨水貯留機能の活用，危険ため池の管理体制の整備・強化 ・水田やため池の雨水貯留機能の活用，危険ため池の管理体制の整備・強化，

等，地域が一体となった防災・減災力の強化のために活動を行うこと。 災害時における応急体制の整備等，地域が一体となった防災・減災力の

強化のために活動を行うこと。

56農村環境保全活動の幅広い展開 56農村環境保全活動の幅広い展開

（略） （略）



57医療・福祉との連携 57やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

・地域医療・福祉施設等と連携した，農村環境保全活動への参画や農業体 ・地域医療・福祉施設等と連携した，農村環境保全活動への参画や農業体

験等を通じた交流活動等，地域と医療・福祉施設等との連携を強化する活 験等を通じた交流活動等，地域と医療・福祉施設等との連携を強化する活

動を行うこと。 動を行うこと。

［新設］ ・地域内外の法人，専門家，教育機関等と連携した農村環境保全活動への参

画や農業体験等を通じた交流活動等，地域資源の有するやすらぎや教育の

場としての機能増進を図る活動を行うこと。

58農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 58農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

（略） （略）

59県，市町村が特に認める活動 59県，市町村が特に認める活動

（略） （略）

60広報活動 60広報活動

（略） （略）

４ 多面的機能の増進を図る活動における「農村環境保全の幅広い展開」の対象組織 （略） ４ 多面的機能の増進を図る活動における「農村環境保全の幅広い展開」の対象組織 （略）


